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従来、弾劾裁判に消極的と見られていた民主党のペロシ下院議長が弾劾に舵を切りました。会見でペロシ議長は、大統領の行

為を国家安全保障への裏切りと断罪するなど、後戻りできない道を選択したようです。ただ、弾劾までの道のりは険しく、訴追は

あっても、罷免の可能性は低いと思われます。

ペロシ議長、弾劾裁判に向け舵を切る

従来、弾劾裁判に消極的と見られていた民主党のペロシ

下院議長が弾劾に舵を切りました。会見でペロシ議長は、大

統領の行為を国家安全保障への裏切りと断罪するなど、後

戻りできない道を選択したようです。ただ、弾劾までの道のり

は険しく（図表1参照）、訴追はあっても、罷免の可能性は低

いと思われます。

トランプ大統領の疑惑そのものについては、断片的な情報

にとどまっているので、今回は弾劾制度を振り返ります。

弾劾は、疑惑の内容を下院の委員会などで調査、弾劾

対象と判断すれば下院で訴追（下院の過半数）となり、よう

やく上院での「弾劾裁判」となります。弾劾裁判で大統領が

罷免されるには上院で3分の2（67名）の賛成が必要です。

クリントン元大統領など、過去弾劾裁判となった2名の大

統領もこの段階で「無罪」となっています。民主党は下院で

トランプ大統領弾劾裁判調査：ペロシ米下院
議長、トランプ大統領の弾劾調査開始を要請
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どこに注目すべきか：
下院議長、弾劾裁判、調査開始、大統領選挙

北米

235議席と過半数を確保していますが、上院では45議席と

共和党の53議席を下回っています。仮に下院で訴追が支

持されても、弾劾裁判での3分の２獲得は難しそうです。

次に、弾劾手続きに必要な期間を見ると、クリントン元大

統領の場合、調査開始からで1年程度、弾劾手続きからで

も数ヶ月費やしています（図表2参照）。もっとも、調査期間

の長さなどにより弾劾裁判全体に必要となる期間は左右さ

れると思われますが、ある程度の長期戦が見込まれます。

逆に言うと、数ヶ月から1年程度という期間は来年の大統

領選挙を考えれば効果的（?）なタイミングかも知れません。

トランプ大統領に対する弾劾への気運はコミー元米連邦捜

査局（FBI）長官の解任や、モラー特別検察官のロシア介入

疑惑報告などで盛り上がりましたが、どちらも見送られました。

コミー元FBI長官解任の場合、当時の民主党は過半数を

割っており、勝ち目が無いことが最大の要因ですが、時期尚

早という判断があったのかもしれません。

今後の弾劾プロセスが、民主党、共和党どちらに有利に

働くかは調査結果など不透明要因が多く、予測は困難です。

トランプ米大統領が、来年の大統領選挙で民主党の有力

候補であるバイデン前副大統領の息子に関する疑惑を調べ

るようウクライナ政府に圧力をかけたとされる問題が浮上し

ています。これに対し、民主党のペロシ下院議長は2019年

9月24日、連邦議会で会見、トランプ氏の行為が弾劾にあ

たるかについての調査着手を表明しました。

疑惑の主な内容はトランプ大統領が今年7月、ウクライナ

のゼレンスキー大統領と電話会談した際、軍事支援を背景

に民主党のバイデン前副大統領とウクライナ企業との関係

に関する調査に協力するよう圧力をかけたとされるものです。

バイデン氏は副大統領だった15年、欧米諸国や国際機

関が進めたウクライナの腐敗問題への取り組みで、ウクライ

ナの検事総長を解任させようとしました。当時、バイデン氏

の息子が役員を務めていたウクライナのガス会社が検察の

捜査対象になっていたことから、トランプ氏側は「バイデン氏

が息子を守るために圧力をかけた」と批判を強めていました。 図表1：米国大統領の弾劾裁判手続きの主な流れ

下院の委員会が調査を実施し、弾劾の対象となるか判断

下院本会議に大統領の訴追を勧告し、下院（定数435）の単純
過半数の議員が大統領訴追に賛成すれば弾劾条項可決

最高裁長官が裁判長となり上院で弾劾裁判

出席上院議員3分の2以上の賛成で弾劾決定、大統領は罷免

出所：各種報道等を参考にピクテ投信投資顧問作成

時点 項目 内容

1998年1月
検察官の
捜査承認

クリントン大統領と研修生との「不適切
な関係」を捜査対象とすることを承認

1998年10月 弾劾手続 下院が弾劾手続き開始を決定

1998年12月 弾劾決定 下院が偽証等で大統領の弾劾を決定

1999年1月 弾劾裁判 上院で大統領の弾劾裁判開始

1999年2月 投票 上院議員（100名）の投票で無罪に

図表2：クリントン元米大統領の弾劾裁判の主な出来事

※過去、米国大統領で弾劾裁判により罷免されたケースは無い


